
 

     

価格転嫁実現の方策としての「団体協約」  
～  

 

 

 Q．「団体協約」って何ですか？！                               【日     時】  

令和８年９月８日(火)  1４時～1６時 

事業協同組合や協同組合連合会などの中小企業組合が、 

組合員と取引関係にある事業者と、団体協約を結ぶ              【開催方法】 

ことによって、取引条件を決めることが出来ます。                     Zoom ウェビナーにてオンライン開催 

本協約は組合が締結するものですが、その効力は組合員に直接             ※後日、受講者の方に参加用 URL を送付します。 

及ぶため、価格転嫁や取引条件の改善に有効とされています！ 

近年は、「改正下請法」等でも価格転嫁の推進が重要な政策         【テーマ・講師】 

課題となっており、団体協約制度（中小企業等協同組合法）に規定された             ①「価格転嫁対策の最新動向と課題」 

地方自治体の役割（組合と事業者間のあっせん・調停）にも、改めて注目と期待     弁護士 高橋 善樹 氏（太樹法律事務所） 

  が集まっています。本セミナーではそのポイントを専門家が初歩から解説します。      ②「団体協約の概要と地方自治体に期待される役割」 

多くの自治体関係者の皆様のご参加をお待ちしております！                          弁護士 石山 修平 氏（弁護士法人 協和綜合パートナーズ法律事務所）                 

 

 

 

※お申込みは Web 上の「専用ページ」からお願いいたします。(下記の申込み URL または QR コード よりお申込みください。) 

https://business.form-mailer.jp/fms/569f6e70305941  

お問い合わせ    全国中小企業団体中央会        政策推進部 03-3523-4902  

                                                               seisaku@mail.chuokai.or.jp 

お申込み方法・お問い合わせ先等 


